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232号の概要235号の概要

●業界動向
6月11日、食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律及び卸売市場法の一部
を改正する法律が成立した。 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/250623.html

●本部活動
2025年度 第2回理事会開催 6/3(金) 11：00〜 会場：LEVEL21東京會舘

2025年度 定時総会開催 6/3(金) 13：00〜 会場：LEVEL21東京會舘 定時総会資料

●支部活動
・定時総会

関東支部 6/9(月) 東海支部 6/24(火) 近畿支部 6/25(水)

・北海道支部 賛助会員・WG共催勉強会 6/10(火)15：30〜19：30
会場： 京王プラザホテル札幌 B1F プラザホール（勉強会）

・関東支部 流通業務委員会 6/30(月)15：30〜 会場：日食協会議室
2024年度分物流コスト調査の件、2025年度商品研修会 研修先選定の件 他

●シリーズ「食品業界におけるSDGs対応について」(9)
・第9回「Scope３への対応とその範囲」について

●N-Sikleニュース
・N-Sikle運営委員会幹事会 6月16日(月)15：00〜 会場：日食協会議室 会議資料

●資料編
・6月9日(月)関東支部特別講演会

サミット株式会社 執行役員 武田 哲志氏
「SM物流研究会の取り組み」

「食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律及び卸売市場法の一部を改正する
法律（食料システム法）」が6月11日に成立しました。「●業界動向」にてご案内してお
ります。また、6月は本部および関東・東海・近畿の3支部で2025年度定時総会が開催され
ました。6月9日の関東支部定時総会後の特別講演会では、サミット株式会社の武田執行役
員に「SM物流研究会の取り組み」と題してご講演いただきました。講演資料を「●資料
編」に掲載しています。

http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_01.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_02.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_03.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_04.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_05.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_06.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_07.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_08.pdf


●2025年度 委員会・研究会・専門部会・ＷＧ活動 （6月１日〜6月３0日）

・6月 4日（水） 第１回物流問題研究会 会場：日食協及びWEB
「首都圏SM物流研究会」「特売追加受信検証の取組み」「メーカー・卸間次世代標準EDI推
進協議会」 での議論について、「N-Sikle運営委員会」 の活動について 他

・6月 4日（水） 第１回N-Torus運営委員会 会場：日食協及びWEB
2025年度「N-Torus」事業計画について 他

・6月12日（木） 第１回執行運営委員会 会場：日食協
「食料システム法」 の施行に向けた対応について、「N-Torus運営委員会」 議事報告 他

・6月17日（火） 第１回SDGs分科会 会場：日食協及びWEB
SDGs 分科会の成果物の件会報寄稿草案 他

・6月19日（木） 第２回EDI-WGと次世代標準EDI検討専門部会の合同会議
会場：日食協及びWEB

「仮ASNデータとASNデータ」「受領データ」「データ交換フロー（卸側）」「VAN機能」
「項目定義」検討 他

・6月26日（木） 第３回N-Torus技術専門部会 会場：日食協及びWEB
エンハンス検討 他

・6月27日（金） 第２回情報システム研究会 会場：日食協及びWEB
「ファイネット」「ＪＩＩ」「N-Sikle運営委員会」「ﾒｰｶｰ･卸間次世代標準EDI推進協議会」

報告 他
特別講演「ランサムウェアインシデントからの学びと復活の取り組み」
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●2025年度 組織運営体制

・組織体制図
・役員体制

http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_09.pdf
http://nsk.c.ooco.jp/pdf/kaiho/235_10.pdf
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 ② 2024年度導入・稼働拠点数（稼働予定を含む） 

導入企業 2024.3.31現在 2024年度導入 2025.3.31現在 

卸売業     ２３２     １７１     ４０３ 

製造業      ２０       ０      ２０ 

小売業       １       ９      １０ 

物流業       ６       ２       ８ 

（合  計）    （２５９）    （１８２）    （４４１） 

 

導入企業 20.03 21.03 22.03 23.03 24.03 25.03 

卸 売 業  ３０  ７１ １００ １３０ ２３２ ４０３ 

製 造 業   ４   ５   ８  １０  ２０  ２０ 

小 売 業   １   １   １   １   １  １０ 

物 流 業   ０   ０   ０   ０   ６   ８ 

（合 計）  ３５  ７７ １０９ １４１ ２５９ ４４１ 

 

③ 2024年度事業収支（単位：千円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 増 減 額 

経常収益    ７１,８８４   １６３,３８７  ＋ ９１,５０３ 

経常費用    ６３,９７４   １３６,４５０  ＋ ７２,４７６ 

経常収支     ７,９１０    ２６,９３７  ＋ １９,０２７ 

 

   経 常 収 益   経 常 費 用   経 常 収 支 

 2024年度   １６３,３８７   １３６,４５０    ２６,９３７ 

 2023年度    ７１,８８４    ６３,９７４     ７,９１０ 

 2022年度    ５０,５１４    ４５,４０２      ５,１１２ 

 2021年度    ３６,３８４    ３５,５７２         ８１２ 

 2020年度    ２４,８７０    ２７,３９７    △ ３,７３９ 

 2019年度     ６,７８７    １５,６９６    △ ８,９０９ 

 

 

 

 

 

 















































































[関東支部] 

 

 関東支部の 2025 年度幹事会、並びに定時総会が 6 月 9 日（月）、LEVEL21 東京會舘（東

京都千代田区）にて開催された。 

 当日は 11 時半より幹事会、昼食後 13 時より定時総会の順で開催された。また、定時総

会終了後に特別講演会が行われ、本年はサミット株式会社執行役員の武田哲志様に「ＳＭ物

流研究会の取り組み」と題してご講演いただいた。 

 

【2025 年度関東支部定時総会 要旨】 

 日 時  2025 年 6 月 9 日（月）13:00PM 

 場 所  LEVEL21 東京會舘（アーバンネット大手町ビル） 

 次 第  第 1 号報告 6 月 3 日開催本部定時総会の報告 

      第 1 号議案 2024 年度事業報告の件 

      第 2 号議案 2024 年度決算報告に関する件 

      第 3 号議案 2025 年度事業計画案に関する件 

      第 4 号議案 2025 年度収支予算案に関する件 

      第 5 号議案 その他 

       

第 5 号議案「その他」では、幹事・会計監事の辞任に伴い後任役員の選任について諮られ、 

鈴木嘉一（幹事・副支部長）、伊藤貴史（幹事・副支部長）、永島宏和（会計監事）、竹端祥

一（幹事）、林伸二（幹事）以上 5 名の新任が承認された。 

 

 

関東支部定時総会 会場の模様 講演するサミット株式会社武田執行役員 



［東海支部］ 

 

 東海支部の 2025 年度定時総会が名古屋観光ホテルにて開催された。 

当日は中食連 2025 年度定時総会、講演会と併せての開催で、定時総会後の講演会では 

中京大学の井関紗代準教授による「心理学をベースとした感覚マーケティング」と題した講

演が行われた。 

  

 

【2025 年度東海支部定時総会 要旨】 

日 時 2025 年 6 月 24 日（火）13:30PM 

場 所 名古屋観光ホテル（名古屋市中区） 

次 第 第 1 号議案 2024 年事業報告書承認の件 

     第 2 号議案 2024 年収支決算書承認の件 

     第 3 号議案 2025 年事業計画案承認の件 

     第 4 号議案 2025 年収支予算案承認の件 

     第 5 号議案  役員改選の件 

 

 第 5 号議案、役員改選の件では山口勉氏（三菱食品）に代わって篠崎伸一氏の幹事新任 

 とその他の全役員の重任が承認された。 

東海支部定時総会 会場の模様 

 

講演する中京大学井関準教授 



［近畿支部］ 

 

 近畿支部の 2025 年度定時総会が帝国ホテル大阪にて開催された。 

 次第に沿い、第 1 号議案では 2024 年度事業報告、第 2 号議案では 2024 年度収支決算報

告が行われ、原案通り承認された。第 3 号議案の 2025 年度事業計画、第 4 号議案の 2025

年度収支予算案についても原案通り承認された。 

 

【2025 年度近畿支部定時総会 要旨】 

 日 時 2023 年 6 月 25 日（水）11:45AM 

 場 所 帝国ホテル大阪 4 階 宝の間（大阪市北区） 

次 第  第 1 号議案 2024 年度事業報告の件 

     第 2 号議案 2024 年度収支決算報告に関する件 

     第 3 号議案 2025 年度事業計画（案）に関する件 

     第 4 号議案 2025 年度収支予算（案）に関する件 

 

近畿支部定時総会 会場の模様 



［北海道支部］ 

 

 2025 年度北海道支部勉強会が、北海道支部ワーキンググループと賛助会員の 

共催にて行われた。 

 

【2025 年度北海道支部勉強会 次第】 

日時 2025 年 6 月 10 日（火） 15：30～19：30  

場所 京王プラザホテル札幌 B1F プラザホール 

 

挨 拶  （一社）日本加工食品卸協会 北海道支部 支部長 

       日本アクセス北海道株式会社  

代表取締役社長 社長執行役員  齋藤 伸一 

 

第一部  （一社）日本加工食品卸協会 専務理事  時岡 肯平 

        加工食品サプライチェーンの現状と課題 

        ～「サスティナブルなフードサプライチェーン」を目指した 

                メーカー・卸・小売の取組－「FSP 会議」～ 

  

第二部   講 師：株式会社エース 代表取締役会長  林 博己 様 

演 題： 2024 年問題を据えて -物流業者との付き合い方- 

 

 質 疑   

勉強会 会場の模様 第二部で講演する林講師 
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 シリーズ「加工食品卸売業におけるサステナビリティ・SDGs対応について」  

一般社団法人 日本加工食品卸協会  

サステナビリティ研究会 SDGs分科会  

 

サステナビリティ研究会SDGs分科会では、食品卸売業がサステナビリティ・SDGsに関して今後取り組

むべき様々な方向性を「食品卸売業におけるSDGs対応について」と題し、「会報日食協」に連載してい

ます。 今回は第9回目として、「Scope３への対応とその範囲」について取りあげます。  

 

第9回 「Scope３への対応とその範囲」について 

 

１．はじめに 

 近年、気候変動による自然災害が世界中で多発しており、2024年11月に開催された国連気候変

動枠組条約第29回締約国会議（COP29）において、パリ協定で採択された1.5℃目標実現のため

の新規合同資金目標について合意がなされ、先進国と途上国が協力して気候変動対策をさらに加速さ

せることが求められました。日本でも、現行目標である2030年度の46％削減から2050年のネットゼロ

に至る経路として、「2035年度に2013年度比60％減、2040年度に同73％減」を盛り込んだ地球

温暖化対策計画の改定案を取りまとめました。 

 このように、世界各国で1.5℃目標実現に向けた気候変動対策の動きが加速する中、我々一企業と

しても、より一層効果的な気候変動戦略を立案し実行していく企業的責任があります。今回は、効果

的な気候変動戦略立案に必要である、自社を含むサプライチェーンの温室効果ガス(GHG)排出量を詳

細に理解する手法について取り上げていきます。 

 

２．サプライチェーン排出量 

企業が近年まで重点を置いていたのは、自社の事業から排出される、GHGプロトコルでいうところの

Scope1排出量とScope2排出量でしたが、GHG関連のリスクや機会を包括的に管理するには、自社

バリューチェーンや製品ポートフォリオに関わるGHG排出量の算定も行うことが重要であると認識をもつ企

業が徐々に増えてきました。そういった高まりを受け、Scope3排出量の算定が注目されるとともに、原材

料調達・製造・物流・販売・廃棄など、一連の事業活動の全体から発生するGHG排出量のことであるサ

プライチェーン排出量の算定の重要性が増しています。 
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図１ 出典：環境省「サプライチェーン排出量全般」 

 

■Scope1 

事業者自らによる「燃料の燃焼」に伴う排出(直接排出)。 

具体例：ガソリンや軽油、液化石油ガス（LPG）の使用。 

 

■Scope2 

主に電力会社等から供給された、電気の使用に伴う排出(間接排出)。 

 

■Scope3 

Scope1、Scope2以外の間接排出。 

カテゴリー 該当する排出活動 

1 購入した製品・サービス 原材料の調達、パッケージの外部委託、消耗品の調達 

2 資本財 生産設備の増設 

3 
Scope1、2に含まれない燃料

及びエネルギー活動 

調達している燃料の上流工程（採掘、精製等） 

調達している電力の上流工程（発電に使用する燃料の採

掘、精製等） 

4 輸送、配送（上流） 調達物流、横持物流、出荷物流（自社が荷主） 

5 事業から出る廃棄物 廃棄物（有価のものは除く）の自社以外での輸送、処理 

6 出張 従業員の出張 

7 雇用者の通勤 従業員の通勤 

8 リース資産（上流） 自社が賃借しているリース資産の稼働 

9 輸送、配送（下流） 
出荷輸送（自社が荷主の輸送以降）、倉庫での保管、

小売店での販売 

10 販売した製品の加工 事業者による中間製品の加工 

11 販売した製品の使用 使用者による製品の使用 

12 販売した製品の廃棄 使用者による製品の廃棄時の輸送、処理 

13 リース資産（下流） 
自社が賃貸事業者として所有し、他社に賃貸しているリー

ス資産の稼働 

14 フランチャイズ 
自社が主宰するフランチャイズの加盟者のScope1、2に該

当する活動 

15 投資 株式投資、債券投資、プロジェクトファイナンスなどの運用 
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サプライチェーン排出量算定のメリット 

①削減対象の特定/削減意識の啓発 

サプライチェーン排出量の全体像（総排出量、排出源ごとの排出割合）を把握することで、優先的

に削除すべき対象を特定ができる。その特徴から長期的な環境負荷削減戦略や事業戦略策定のヒ

ントを導き出すこともできる。 

②他事業者との連携による削減 

サプライチェーン上の他事業者と環境活動における連携を強化し、環境負荷低減施策の選択肢が増

え、GHG排出量削減が進む。また、サプライチェーン排出量算定を要請する企業もあるため、新規顧

客開拓へ繋がることも期待できる。 

③情報開示 

企業の情報開示の一環として、サプライチェーン排出量を開示することで、環境対応企業としての企

業価値を明確にする。サプライチェーン排出量の把握・管理は一つの正式な判断基準として国内外で

注目を集めており、グローバルにおいても、投資家等のステークホルダーへの社会的信頼性向上に繋が

り、ビジネスチャンスの拡大が期待されている。 

 

３．サプライチェーン排出量の算定方法 

 前述のとおり、サプライチェーン排出量の算定は、Scope1排出量＋Scope2排出量＋Scope３排出

量を合計して算定しますが、ここではScope3排出量の算定方法について説明します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 基本式は【活動量×排出原単位】であり、15カテゴリーごとに計算し合計して算定します。 

 また、算定にあたっては継続的な排出量の管理や透明性の高い情報開示の観点から体系的に算定

を進めることが重要であり、4つのステップに沿って算定することが望ましいとされています。 

 ステップ１：算定目的の設定 

 ステップ２：算定対象範囲の確認 

 ステップ３：Scope3活動の各カテゴリーへの分類 

 ステップ４：各カテゴリーの算定 

  

■ステップ１：算定目的の設定 

 目的ごとに必要となる算定制度や算定範囲が異なります。サプライチェーン排出量の算定においては、

 

事業者の活動の規模に関する量。 

例えば電気の使用量、貨物の輸送量、廃

棄物の処理量などが該当します。 

社内の各種データや、業界平均データなど

から収集します。 

活動量 

 

活動量あたりの CO₂排出量。 

基本的には既存のデータベースから選択し

て使用しますが、排出量を直接計測する

方法や取引先から排出量の算定結果の

提供を受ける方法もあります。 

排出原単位 
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可能な限り算定制度・算定範囲を高めることが望ましいとされますが、そうすると算定の労力・コストの増

大も懸念されることから算定目的に応じた算定制度を意識することが重要と考えられています。 

  

算定目的の例 留意点 

ステークホルダーへの情報開示 

算定の考え方、前提条件等を明示する必要。 また、

正確性や透明性確保の観点から、第三者検証を受け

ることも選択肢の一つ。 

削減対象の詳細評価 

データベースの標準的排出原単位は平均的な値である

ため、事業者の活動実態に即した排出原単位や算定

方法等を用いる事が望まれる。 

サプライチェーン排出量の全体像把握 
全体像を把握するためには全カテゴリーについて算定の

カバー率を高めることが重要。 

 

■ステップ２：算定対象範囲の確認

 

 表1「サプライチェーン排出量の算定対象範囲（出典：環境省 サプライチェーン排出量算定の考え方）」 

 

■ステップ３：Scope3活動の各カテゴリーへの分類 

算定対象範囲を確認した後は、Scope3活動をカテゴリー1～15に分類していきます。 

サプライチェーン全体の活動を整理し、算定漏れがないよう注意します。 

 

■ステップ４：各カテゴリーの算定 

データ収集項目とデータ収集先の整理をします。 
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 表２「データ収集項目、データ収集先の整理（出典：環境省 サプライチェーン排出量算定の考え方）」 

 

４．食品卸売業におけるScope3算定対応 

1)現状 

 サプライチェーン排出量の算定にあたって、多くの企業が正確な算定や目標設定に関して、Scope1、

Scope2においては行っていますが、Scope3について対応できている企業はごく少数となっています。また

算定している場合においても、食品卸売業においてはカテゴリー1の割合が大きい中、調達金額といった2

次データをもとに排出量を算出しており、実際の排出量を把握しているわけではないため、取引先の排出

削減努力が反映された数値を算出できていない状況となっています。Scope３の1次データを活用した

実排出量算定が難しい理由として、①必要なデータのほとんどは、社外の取引先などが保有しているこ

と、②その内、自社に関わる部分のみのデータ収集には多くの労力がかかること等があります。 

 一方で、25年3月にサステナビリティ基準委員会（SSBJ）はサステナビリティ情報の開示基準を公表

し、段階的に東証プライム企業を対象にScope3の情報開示を義務付ける方針が示されています。 

 

27年3月期 28年3月期 29年3月期

東証プライム上場企業 

時価総額3兆円以上 

東証プライム上場企業 

時価総額1兆円以上 

東証プライム上場企業 

時価総額5000 億円以上 

■SSBJ 基準の適用スケジュール 
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 開示義務となる対象は東証プライム企業の一部ではありますが、対象の如何に関わらず一企業の責

任としてScope1、Scope2に加えてScope3についても、該当する1~15の全カテゴリーを一通り算定

し、まずは自社としてサプライチェーン排出量の全体像を把握することから始めることが推奨されます。 

  

2)実排出量算定に資する事例紹介 

 先述のとおり、Scope3の算定にあたり、例えばカテゴリー1で「活動量」に調達金額などの2次データを

使用して算出すると、排出量を削減するためには「活動量」を減らさなければならないということになってし

まい、排出削減努力が反映されないという課題があります。 

 この課題を解決するためには、1次データを活用しScope3 CO2実排出量を算定することが有効にな

ります。ここでは、加工食品サプライチェーンにおけるデータプラットフォーム構築を目的として発足したDPS

協議会 GS1標準活用+Scope3 CO2算定チームにおいて行った、CO2排出量の実排出量算定に

資する実証実験の一例を紹介します。 

 

【事例紹介：Scope3 CO2排出量の実排出量算定に資する実証実験】 

 

図3 プロジェクト組織体制 

 

■GS1標準活用＋Scope3算定 

内容：各種サービスの連携によるScope3の算定とそれらを用いた実運用の実現性検証 

目的：調達物流におけるCO2排出量可視化に向けた課題の整理と解決 

体制：原材料メーカー、加工食品メーカー、物流事業者など 
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図3 実証実験の概要(味の素株式会社作成) 

 

 

■現状の一般的なScope3算出方法 

・陸路ベースの拠点間距離を用いたトンキロ法で計算 

 →輸送方法ごとの算出をしているわけではなく、配送方面に対するグロスの算出になる 

 →最終配送先視点での集計が困難 

 →拠点間輸送効率の改善効果を反映させにくい 

 

 

■今回検証した拠点間算出方式 

・伝票や輸送に関する情報は、そもそも拠点間で管理されており、これらを取り込むことで仕組化可能 

・船舶輸送前後での拠点-港 / 港-拠点輸送分のCO2排出量も計算可能 

・サプライチェーン全体を最大として、必要な拠点の組み合わせをScopeごとに設定可能 

 →最終配送先への発注品目数量で算出するために各拠点でCS単位にて算出しておく必要がある 

 →必要な区間 / 必要な範囲のデータを抽出しそれを必要とする事業者に提示できる 

・拠点ごとの算出値について「実測値」or「みなし値」の精度に関する情報も提示できる 

 →伝票発生時点でみなし値算出を行い、配送完了後配送情報が追加されると、実測値による高精

度情報に更新するイメージ 

 

■実証実験の効果 
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 ・複数車両での集荷混載による配送を想定したCO2可視化 

 ・みなし情報と精緻な情報(実輸送、実燃費)による算出結果の差異確認 

 ・取得データが限られる場合を想定した最低限の情報を用いた算出 

 

■実証実験を受けた今後の検討課題 

・生産入庫、在庫移動（メーカー発、倉庫事業者内での横持ち部分など）のCO2可視化 

・どのようなデータがどう取得できるかの検証(機密情報、権限付与など)と、仕組化の方向性 

・仕組化によって現状からどう進化する可能性があるのかを検証 

 

５．おわりに 

 Scope3算定において1次データを活用した実排出量算出の実証実験事例を紹介しましたが、こちら

の実証実験が実装されたとしても、算出できる範囲はScope3 カテゴリー1の一部分のみが対象となりま

す。Scope3の算定は関係者、活動内容、算定方法それぞれが極めて複雑かつ広範囲に亘るため、現

時点では全15カテゴリー全ての数値において実排出量の算出を試みるのは現実的ではなく、可能なとこ

ろ、重要なところから段階的に、製・配・販で協力し業界全体として取り組んで行くアプローチが必要と考

えています。 

   以 上 



「N-Sikle」（主要商品情報連携強化ネットワーク）
運営委員幹事会

2025年6月16日（月）

関係者外秘
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アジェンダ

１．活動状況報告

(1)カナカン様 メーカー説明会

(2)マルハニチロ様 個別打合せ

２．N-Sikleと産業横断レジストリーの連携について
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１．活動状況報告
(1)カナカン様 メーカー説明会
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日時：2025年5月29日(木)
会場：カナカン富山支店 富山常温センター会議室
対象お取引先：21社（食品16社、菓子5社）、うち国分首都圏取引先として申込済メーカーが5社。
申込状況：6月10日現在、2社から申込あり。
※利用規約などの法務チェックが必要となるため、実際の申込はもう少し先になる見込み

１.活動状況報告 -カナカン様メーカー説明会

No メーカー名
国分首都圏
で申込済

カナカンで
申込済（申込書受領日）

備考

１ ヤマモリ㈱

２ 東洋水産㈱

３ エバラ食品工業㈱

４ キッコーマン食品㈱ ●

５ ハウス食品㈱ ●

６ エースコック㈱

７ アサヒ飲料㈱

８ ㈱ダイドードリンコ北陸

９ ㈱ニップン ● 5月31日

10 ㈱Mizkan ●

11 ㈱伊藤園

12 ㈱ブルボン

13 亀田製菓㈱

14 森永製菓㈱

15 なとり㈱

16 はごろもフーズ㈱ ● 説明会には欠席、後日動画を送付済

17 イチビキ㈱ 6月2日 〃

18 味の素㈱ 〃

19 ㈱日本サンガリアベバレッジカンパニー 〃

20 ネスレ日本㈱ 〃

21 株式会社おやつカンパニー 〃

国分首都圏
申込済メーカー

カナカンで申込済
メーカー
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稼働までのスケジュールを以下のように案内。

2025年5月29日 メーカー様説明会
※説明会終了後、サービス運用者（サイバーリンクス社）より、
サービス利用申込に関するメールを送信させていただきます。

2025年5月30日～ お問い合わせ受付開始
※ご不明な点がございましたら、本資料の問い合わせ先へ
お問い合わせください。

2025年5月30日～
2025年7月31日

サービス利用申し込み期間
※サービス利用規約の内容をご確認いただき、期日（2025年7月31日）までに
サービス運用者（サイバーリンクス社）へお申込をお願いいたします。

2025年8月18日～ ID登録完了通知開始
※ID登録された取引先様から順にサービス運用者（サイバーリンクス社）より、
サービス利用IDをメールにて通知させていただきます。
※サービスの操作マニュアルがダウンロード出来るURLを同時にご案内いたします。

2025年9月初旬 N-Sikleサービス利用開始（予定）

１.活動状況報告 -カナカン様メーカー説明会

N-Sikle導入スケジュール
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メーカーからの質問
業界の抱える積年の課題解決につながること。
産業横断レジストリなどの動きもあり、メディアで取り上げられていることなどを情報発信したことにより、
参加メーカーからは活発な質問をいただいた。（下記が説明会での質疑内容）

質問者 質問内容 回答内容（回答者）

キッコーマン食品 誤った単価を入力した際のアラート
などは出来るか？

• N-Sikleで参照される商品マスタはJIIマスタのため、個別情報(単価など)として入力された値の正誤
判定は出来ない。しかし、桁数や半角/全角などの制御は設定するため、入力ミスを防止する仕組みと
なっている。（CL清原）

ハウス食品 見積書作成段階でJANコードからJII
マスタ情報の検索方法はどういう内
容か？

• JII加盟企業の場合は見積入力画面でJANコードを入力すると、見積項目に対応するJIIマスタに登録
済みの商品情報が各項目に自動入力されるようになっている。(入力作業を省略できる）（CL杉谷）

ハウス食品 送信した見積情報は自動的にシステ
ムから小売業へ見積書が配信される
イメージか？

• 小売業に対しては卸側で小売業個別フォーマットの形でExcelファイルを出力できるようになっており、
出力したファイルを従来通り卸から小売業へメール等で送信する。（CL杉谷）

• 特に小売側に対して従来と対応を変えていただく必要性は発生せず導入できる。また、小売業からも
データで見積情報の提供を希望される声が高まっており、そのような要望に対してもN-Sikleを利用し
てデータ連携できる。（日食協佐藤）

ハウス食品 相手先提案毎にID登録が必要か？ • 利用者１人ずつに対してIDが発行され、担当者が同一であれば同じIDから複数の提案先へ見積業務を
行うことができる。（CL杉谷）

• セキュリティの観点から、同じ企業の担当者間であっても情報が見えないように管理されるべきである
ため、担当者単位でIDが発行される。（日食協佐藤）

アサヒ飲料 現在、国分グループとの取組みとし
て自社が利用中かどうかについて、
情報提供は可能か？

• 申込依頼のメールへ各社様単位で利用済みかどうか合わせて連絡するようにする。（CL清原）

ブルボン カナカンが小売業へ提出された情報
をメーカーが見ることができるか？

• あくまでカナカンから小売業の取引情報として扱われるためメーカー様は確認できない。（CL杉谷）
• 電帳法対応としてはメーカー様―カナカンとの取引情報として日食協標準フォーマット情報を保存いた
だくことで対応いただけると考えている。（CL清原）

• N-Sikleで複数提案先への見積書をワンフォーマットで提出できることで、そのような対応も効率的に
できるのではないかと考える。（日食協佐藤）

キッコーマン食品 今後の島屋様との取引においては必
ず利用しなければいけないか？

• 無料プランの用意もあるため、導入効果の検証としてもできる限り利用にご協力いただきたい。（カナ
カン今村）

エースコック 無料プランでは保存期間が短いため、
都度商品入力が必要となるか？

• １か月以上前の過去情報は参照できないため都度入力となるが、作成した見積書データをパソコン内に
保存しておくことで、都度インポートして入力を簡略化することは可能である。（CL清原）

１.活動状況報告 -カナカン様メーカー説明会
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お取引先名 説明会はわかり
やすかったか

N-Sikleと言うサービスの感想 今後、N-Sikleを活用
していきたいと思うか

商品情報の授受で業務的に困っていることや、
こういう機能があればよいと感じること

その他、お気づきの点

(株)ニップン 一部理解できた 統一見積フォーマットは、間違いなく時間
削減になっていきますし、良いシステムだ
と思いますが浸透するには時間がかかる
と思います。
小職・本社を含め、すすめていくべきだと
思っておりますので、ニップンは前向けに
すすめていきますが、まずは、無料での使
用範囲を広げていただきたいです。

無料なら使いたい 価格改定（改定前・改定後）の見積作成
N-Sikleではありますでしょうか。

各メーカーに浸透していくには、基本機能
（もう少し使用範囲を広げて）を
無料にしていただきたいです。ある程度浸
透していけば、追加機能を
含め有料で問題ないと思います。

無記入 理解できた 見積フォーマットの統一サービスという印
象。まだ使用してないので分からないが、
問屋様には非常に有益なものだとかんじ
ました。

無料なら使いたい 特にありません 説明資料の簡素化が出来るならお願いした
いと思います。

アサヒ飲料(株) 理解できた 非常に卸さんにとって有効なシステムと考
えます。

無料なら使いたい 商品情報を開示できるタイミングでの対応しか
できない状況で、且つ現状では、いつのタイミ
ングで商品情報の提供を求められるか不明の
為。

特に御座いません

エバラ食品工業
(株)

理解できた メーカー・問屋の作業効率化には非常に有
効だと感じた。今回試験的に行うことで成
功事例を作り、横展開が広がることで本来
のメリットが生み出されると存じますので、
ぜひご検討お願いします。

有料でも使いたい 各問屋向けへの見積もりでは記載内容が異な
るので統一ができる良い。
小売ごとへの単品条件（EDLP・特売・チラシな
ど）や戻しの内容などの記憶や、一覧で把握で
きるとより良い。
価格改定や季節終売・パッケージリニューアル
などによる変更は各ユーザーで変更ではなく、
会社単位で統一できると効率が良い。

今回は2025年7月31日までの申し込みだ
が、今後の募集の有無があると良いと感じ
た。今回申し込みがないと、今後何年かは申
し込みができないなど。
今後このシステムが広がっていくことで、有
料版の需要は高まると感じたので、試験的
な段階では、「無料版でここまで出来る」と
いうような詳細な説明があると良いと感じ
た。

無記入 一部理解できた 無料なら使いたい

無記入 理解できた このシステムで運用できるようになれば、
効率は上がると思いますが、小売店の見
積フォーマット統一は、現実的に難しいと
感じました（細部含めて）。

無料なら使いたい それぞれのベンダー様で商品登録書を提出す
る（入力）ことに時間を費やしているのが現状。

無記入 一部理解できた 正直なところ、業務が円滑に進むかどうか
は疑問なところです。理解できていない部
分も含めて、メリットがないと出来ない。

無料なら使いたい

無記入 理解できた 無料なら使いたい

キッコーマン食品
(株)

一部理解できた すべての卸さん、小売さんが導入できたら
業務効率が一気に上がるなと感じました。

無料なら使いたい 説明会でもありましたが、なぜ価格の部分が紐
づけないのかがわからず。何か制約があるの
でしょうか。各特約店様であれば、価格の表示
は問題ないと思うのですが。

今後使ってみて、色々出てくると思うので、
またご相談させていただければと思います。

取引先説明会終了後のアンケート

１.活動状況報告 -カナカン様メーカー説明会
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１．活動状況報告
(２)マルハニチロ様 個別打合せ
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■概要
日時：2025年6月6日(金)
会場： 東京都江東区新砂1-6-35 JMFビル東陽町02(国分グループ本社株式会社 システム部)
参加者：(敬称略)
マルハニチロ）
長谷(DX推進部 営業デジタルマーケティング推進課 副部長兼課長)
大木（DX推進部 業務改革推進室 主任）
国分グループ本社(以下国分)）
佐藤
サイバーリンクス）
杉谷、小出

■経緯
マルハニチロDX推進部よりN-Sikleについて再度説明を希望され、打合せを実施。
・国分首都圏を通じたマルエツ社対応において対象メーカーに含まれているが、 申請が行われていなかった。
・DX推進部として営業部門の見積作成業務に関して課題を感じており、メーカーEDI7社会でのN-Sikle

    の説明や今回のマルエツ社対応の案内を機に、業務改善検討の一環としてN-Sikleの機能や取組みに
    ついて再度説明を希望いただいた。

１.活動状況報告 –マルハニチロ様 個別打合せ
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■マルハニチロ様としての期待感
マルハニチロ 長谷様
「まずは全営業担当者が同じ仕組みを利用して、見積作成、管理業務を共通化したい。
将来的には社内システムへ連携して、リベート請求と見積情報の突合せなどを自動処理するなどし、
営業が行っている見積以外の業務まで効率化をしたい」

〇見積書フォーマットを統一できることにより…
・個別Excelフォーマットでの作成が不要になる(類似作業の削減)。
・集中管理、分析がしやすい。
・社内システムとの連携による業務自動化と入力ミス削減が検討できる。
・リベート確認など見積書に関わるその他の営業業務の効率化が見込める。

〇見積業務をシステム化することにより…
・実績がクラウド上で管理され属人化の防止、引継ぎも容易になる。
・社内フローを徹底させることができる。
・約定・見積などの記録をエビデンスとして改ざん不能な形で保存できる。

N-Sikle導入前(現在) N-Sikle導入後(イメージ)

見積書のフォーマット乱立 見積書を統一フォーマットで一元化、検索・活用性向上

約定エビデンスが不明確 改ざん不能な状態で保存・共有

情報の属人管理 共通フォーマットで共有・管理が容易

営業部門の引継ぎ困難 案件・条件管理が時系列で可視化され、引継ぎが容易に

１.活動状況報告 –マルハニチロ様 個別打合せ
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■マルハニチロ様としての導入に向けたハードル

⇒(第1回運営委員会全体会でも卸から声が上がった)「現場の意識改革」とそれを推し進める「効果の定量化」が
メーカーにおけるN-Sikle導入時のポイントとなる様子。

■その他 質疑応答

No 項目 詳細

① 現場の意識変革 現場では「今のやり方でできている」との声が強く、変革への動機付けが必要。

② 効果の定量化
本部として導入判断を下すための「明確な定量効果」の提示が必要。
また、①に対するアプローチとしても重要な要素となる。

③ 段階的な導入計画 営業300～400人への展開を見据えた、フェーズ分けと支援体制が必要。

No 質問者 質問内容 回答内容(回答者)

①

マルハニチロ
長谷様

・N-Sikle稼働状況について
国分首都圏にてライフ,マルエツ対応は
稼働しているか？

稼働しているが利用があまり進んでいない。大手企
業に対しては卸メーカー共に人員を置いているた
め、従来のやり方で対応できてしまっている様子。
→人を当てられないエリアの方が導入効果が
あるのではないかと考えている。(国分佐藤)

②
マルハニチロ
長谷様

・N-Sikleの今後の展開について
日食協としての普及目標はあるか？

目標数は決めていないが、日食協として展開への
取組を進めている。(国分 佐藤)

１.活動状況報告 –マルハニチロ様 個別打合せ
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２. N-Sikleと産業横断レジストリーの連携について
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２．産業横断レジストリーロードマップ

出展：GS1 JAPAN 経産省商品情報連携会議資料より
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２．産業横断レジストリー推進体制
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２．産業横断レジストリーVer1.0 の確認

出展：GS1 JAPAN 経産省商品情報連携会議資料より

①GTINでの検索となっているが、新商品に関してメーカーを跨ったGTINを小売はどのように取得するのか

②カテゴリーや販売開始時期など小売（バイヤー）の利用を想定した検索方法にしないと小売の利用は難しいのでは

③GTINが分かる既存商品の場合、昨今変更の多い価格改定時に利用する事を想定するが基本情報のみなので対応できない

④産業横断レジストリーでは検索画面を用意しないとの事で、小売（バイヤー）が検索する為に各小売が画面を作成する必要あり

確認①②

確認③

確認④
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２．産業横断レジストリー構想（経産省）

15

N-
Sikle

Ver1.0では卸・メーカーの負
担は変わらない。このフェーズ
を早めなければ製配販におけ
る商品情報連携の効率化は
ない
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２．N-Sikleによる産業横断Rの確認解決方向性

提案書

商談支援サービス

メーカー

②商談支援商品
マスタ

卸

小売Ｙ

③
統
一
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト

④
見
積

共
通

Ｄ
Ｂ

小
売
固
有
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
変
換

N-Sikle対応範囲

連
携

①業界商品マス
タ
（ＪＩＩ）

抽
出

新商品の場合、「①業界商品マスタ（JII）」への登録は平均して新商品発売前１～１．５ケ月前に登録される。
小売への見積書の提案は３～４ケ月前に要望される為、「②商談支援商品マスタ」には見積書提案時に商品登録されていないパターンが発生。メーカーより新商品情
報を「③統一フォーマット」にてJANコード・商品名・規格・入り数など共通項目も登録。(メーカーよる新商品提案）

「④見積共通ＤＢ」に新商品情報が格納され、この情報を小売に見積書として提供する。新商品が「①業界商品マスタ（JII）」に登録された段階で「②商談支援商
品マスタ」に連携される。 小売へはN-Sikleを利用した価格情報込みの（課題③）小売要望の商品情報Ｉ／Ｆ方式（課題④）にて提供する

産業横断R構想にて、メーカー登録タイミングが早くなるのであればN-Sikle見積マスタへのメーカー直接登録は必要なくなる。（JIIマスタへの商品登録も早期に
なる）

＊業界でのDXによってINPUT＊①・OUTPUT＊②が変更となった場合でも、N-Sikleでのメーカー・卸の業務・連携は変わらない
各メーカー・卸が個別にシステムを変更することなくN-Sikleにて対応が可能

GS1Japan
産業横断レジスト
リー（商品基本情

報)

小売Ｘ

提案書

商品マスタ・
見積データ

産業横断Rの利用を想定していたが、現在
の産業横断Rの構想であると右記のＪＩＩ
マスタ連携の方が効率的。①広義でＪＩ
ＩＤＢも産業横断Rであるという考えであ
れば現行での連携とする②JII利用卸(加
工食品卸）以外は産業横断Rの用意して
いるAPIを利用する
上記２方法より検討する

＊①

＊②

小売からもメールとEXCELでは
なくデータ連携の要望がある

N-Sikleによる産業横断レジストリー課題への対応

確認①②

確認③ 確認④
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２．商品情報連携メーカー・卸・小売業工数削減への対応

上記左２工程の多くの部分は卸が担当。経産省
の取り組みとN-Sikleを連動させ、上記工数の削
減を図らなければ人手不足による影響で対応出
来なくなる可能性がある

1商品１JANになった場合

産業横断レジストリー及びN-Sikleで効率化可能な範囲
凡例 赤枠：産業横断R構想で効率化

青枠：N-Sikleで効率化
緑枠：製配販での自社システムとの連携実装

更に効率化を図るために、制配販各層でのデータ連携・自社
システムへの取込を推進する。（次ページ）
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N-Sikleの将来想定 ～見積書・採用商品フォーマットの共通化・データ化（セキュリティは担保）～

将来想定されるデータ連携

卸

共通項目：標準項目
固有項目：各社の固有項目

商品画像（１面、８面）
品質情報

見積共通
フォーマ
ットDB

小売

流通ＢＭＳ
商品マスタ
ＭＳＧ

卸物流関
連マスタ

N-SIKLEより自社システムへの取り込みを卸に
て仕組化。(任意)再入力の手間が省け誤入力
を防ぎ効率化が図れメーカーとのエビデンスとし
て利用可能。（小売の多様なフォーマットでは
仕組化は困難）

小売からも、メール・EXCELでの提供ではなく、データ
での提供が望まれてくる。N-Sikleより流通BMSに変
換し小売への送信を可能とする。将来的に、小売要望
があれば８面商品画像・品質情報を卸共通ＤＢに項
目として持ち、送信可能とする。

将来的に制配販商品マスタ
ＳＣＭ連携は、流通ＢＭＳ
データ連携を想定している
（見積MSGも）

２．N-Sikle サプライチェーンデータ連携構想について

メーカシステムからN-SIKLEへの自動取
り込み化が可能。(任意)入力の手間が
省け誤入力を防ぎ効率化が図れ卸とのエ
ビデンスとして利用可能。（小売の多様
なフォーマットでは仕組化は困難）

メーカー

小売個別
見積書FMT

小売指定フォーマットへ
自動変換

デ

ー
タ

連

携

Ｎ
ｰ
S

i

k

l

e

各

社

内

シ

ス

テ

ム

メーカー収
益マスタ

メーカー商
品マスタ

卸収益マ
スタ

流通ＢＭＳ
商品マスタ
ＭＳＧ

見積共通
フォーマ
ットDB

共通
項目

固有
項目

従来のECXELベースの見積
はなくなっていくと想定

小売店舗
マスタ

小売商品
マスタ

流通ＢＭＳ
商品マスタ
ＭＳＧ

連携フォーマットを統一す
る事により制配販にて商品
情報連携データより自社シ
ステムへの取り込みをシス
テム化した場合、商品情報
連携に掛かっている工数を
大幅に削減出来る（緑矢印）

BMS以外データフォー
マットの場合
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日食協N-Sikleと連携し、営業担当者の見積もり作成業務の簡素化を計画

現状はEXCELマクロ変換を使い、国分グループ共通のフォーマットでメーカーから見積もりを受領し、ｉｍａｐ！へデータ入力、その後得意先向けの見

積書作成を行うことを標準の運用としました。その利用は定着せず、メーカーに対しては小売向けの見積フォーマットで受領し、営業担当者が毎回情報を

エクセルで加工し得意先提出資料を作成、またｉｍａｐ！に対しても改めて情報入力をし直す運用を行っており、非効率な業務となっています。

その課題を解決するために、N-Sikleを活用し、メーカーが情報登録した情報をｉｍａｐ！へ連携させることで、N-Sikleで作業した内容を使ってｉｍ

ａｐ！で原価分析・見積作成・上長承認を行い、その結果をN-Sikleから得意先フォーマットでダウンロードできる機能追加を開発しています。

Appendix：日食協N-Sikleを活用した国分社内システム連携事例

現在のムリ・ムダ

ムリ:メーカーが得意先フォーマットに加工して国分へ見積提出
ムリ:国分は複数メーカーの資料を、得意先提出用に資料集約
ムダ:国分はその内容をｉｍａｐへ手入力し見積作成・上長承認
ムダ:ｉｍａｐ！の承認結果を得意先提出見積書へ追記
ムダ:商品が重複しても、得意先毎に営業がそれぞれ同じ対応が必要

メーカーが卸共通の同じ方法で国分へ見積提出
国分は複数メーカーの資料を、共通ＰＦ上で情報集約
その内容をｉｍａｐへデータ連携し見積作成・上長承認
承認結果もデータ連携し得意先提出資料をダウンロード
＊メーカー向けの機能）
別の得意先に商品を提案していれば、入力内容は転用が可能

今後の流れ

メーカー向け機能 卸売向け機能

先の小売に関係なく、卸共
通のフォーマットで見積提出
ができる。
⇒メーカー内の作業工数の
削減

複数のメーカーから受領した
見積をもとに小売に提出する
見積のドラフトを作成
⇒いままでは個別に資料を
加工

ｉｍａｐ！で承認された見
積書を、卸共通の変換フォ
ーマットで得意先向けに加工
⇒提出用のエクセルフォーマ
ットをダウンロード

見積書

＊ｉｍａｐ！は国分グループ収益管理システムの社内名称です



SM物流研究会の取り組み
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座長を務める
株式会社ライフコーポレーション
首都圏PC・物流本部 本部長
渋谷 剛

SM物流研究会 参加メンバー

名称 SM物流研究会

設立 2023年10月18日

座長
株式会社ライフコーポレーション

首都圏PC・物流本部 本部長 渋谷 剛

参加企業数 ２0社

会議場所
一般社団法人 日本スーパーマーケット協会 

会議室

会議回数
毎月1回実施

（8月、12月を除く）

◼ SM物流研究会 概要

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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目的

「2024年問題」をはじめとする物流危機を回避し、

地域の生活を支える社会インフラとしての責務を継続して果たすため、

物流分野を各企業間の「競争領域」ではなく「協力領域」と捉えて、

各社の協力による物流効率化策を研究・検討する

沿革

2023年3月16日、「サミット」、「マルエツ」、「ヤオコー」、「ライフコーポレーション」の4社は、

「持続可能な食品物流に向けた取り組み」を宣言後、物流分野を「競争領域」ではなく「協力領域」と考え、

各社協力による物流効率化策、またサプライチェーン全体の効率化につながる施策を検討するために

「首都圏SM物流研究会」を発足し、活動を開始

首都圏・北陸・関西エリアの企業参加があり、現在は、研究会を「全体会」（「SM物流研究会」）と

「エリア部会」（「首都圏SM物流研究会」・「関西SM物流研究会」）の３体制に分けて活動している

※「SM物流研究会」では、『縦の取り組み』として、サプライチェーン全体の物流効率化（製・配・販の連携）を行い、

   「首都圏SM物流研究会」・「関西SM物流研究会」では、 『横の取り組み』として、

各エリアSMの物流効率化（小売業の連携）を行っている

◼ SM物流研究会 目的・沿革

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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SM物流研究会
①目的
サプライチェーン全体の効率化

②参加企業
SM物流研究会の参加企業全社

③座長
株式会社ライフコーポレーション
渋谷 剛

④開催頻度
3ヵ月に1回の開催

首都圏SM物流研究会

①目的
首都圏エリアの物流効率化

②参加企業
SM物流研究会
首都圏・北陸の企業

③座長
サミット株式会社
武田 哲志

④開催頻度
１ヵ月に１回の開催

関西SM物流研究会

①目的
関西エリアの物流効率化

②参加企業
SM物流研究会
関西の企業が参加

③座長
株式会社平和堂
財田 晃

④開催頻度
１ヵ月に１回の開催

◼ SM物流研究会 現体制

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

主な活動内容

４つの分科会活動を推進                        サプライチェーン全体（製・配・販）に          関西エリアの物流課題を研究

パレット納品の拡大       関する物流課題を協議          物流の効率化（センター見学）

共同配送 空きトラックの有効活用                                                                共同配送 空きトラックの検討

チルド物流における物流課題解決                                荷待ち・荷役作業等時間の削減

生鮮物流における物流課題解決                                                                          新規参加企業の勧誘
各研究会の活動共有
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項目 新規参加条件

「持続可能な食品物
流に向けた取り組み
宣言」 4項目

①加工食品における定番商品の発注時間の見直し

・12時までに卸が発注データを受信できる状態（TCの場合、店舗納品日の前日12時までに卸が発注データを

受信できる状態）。最終目標は、店舗納品１日前の12時までに卸が受信できる状態

②特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

・特売・新商品の発注を6営業日前（8日前）までに行い、リードタイムを確保する

③納品期限の緩和（1/2ルールの採用）

・賞味期間180日以上の加工食品は、「1/2ルール」を採用する採用率100％

④流通BMSによる業務効率化

・卸売業と小売業間の受発注方式における標準化EDI「流通BMS」を導入・活用

その他の条件

⑤「バース予約システムの導入」

⑥「パレット納品の推奨」

⑦「トップコミットメント」

※上記、7つの取り組みを求めています。①～⑥は実施予定があることを最低限の条件としていますが、
⑦「トップコミットメント」は必須となります。

◼ SM物流研究会の新規参加条件

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 首都圏SM物流研究会

目的

１．首都圏・北陸エリアの物流情報を共有（物流の取り組み・課題を共有し、解決策を模索）

２．首都圏・北陸エリアの物流効率化（共同配送など）

３．首都圏・北陸エリアの新規参加企業の勧誘（物流の仲間の輪を広げる）

参加企業

サミット、マルエツ、ヤオコー、ライフコーポレーション（首都圏）、西友、カスミ、

いなげや、原信、ナルス、東急ストア、エコス、たいらや、マスダ、与野フードセンター、

イトーヨーカ堂、ベイシア 合計16社

開催場所 日本スーパーマーケット協会の会議室もしくは各社のセンターで実施

活動

・分科会の取り組みを推進

①パレット納品の拡大
②共同配送、空きトラックの有効活用
③チルド物流における物流課題解決
④生鮮物流における物流課題解決

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 関西SM物流研究会

目的

１．関西エリアの物流情報を共有（物流の取り組み・課題を共有し、解決策を模索）

２．関西エリアの物流効率化（共同配送など）

３．関西エリアに特化した新規参加企業の勧誘（物流の仲間の輪を広げる）

参加企業 オークワ、平和堂、万代、ライフコーポレーション（近畿圏） 、マルアイ 合計５社

初回
開催日 2025年2月20日（木）

開催場所 各社の本社もしくは各社のセンターで実施

当面の
議題

・物流の効率化（各社のセンター見学を行いながら、取り組みを共有）

・共同配送の検討（分科会での取り組みを参考にしながら推進）

・荷待ち・荷役作業等時間の削減（特に荷役作業の削減）

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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2. SM物流研究会の成り立ち
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◼ 「4社物流協議会」から現在に至るまで

2022年
４月

➢ フードサプライチェーン・サスティナビリティプロジェクト（FSP）開始
• 製・配・販の各団体が参画、持続可能な加工食品物流構築に向けて課題や実態を情報共有、
サプライチェーン全体の最適化に向けた取り組みを検討

➢ 4社物流協議会 開始
• 日本スーパーマーケット協会の首都圏で営業している正副会長企業４社が協議

➢ 「持続可能な食品物流に向けた取り組みに関する宣言」
• 「首都圏SM物流研究会」発足（サミット、マルエツ、ヤオコー、ライフコーポレーション）

➢ 「SM物流研究会」発足（10社体制）
• 首都圏以外の参加企業もあり、研究会の活動規模を拡大「SM物流研究会」、
「首都圏SM物流研究会」の二部制に変更

➢ ４つの分科会を発足して、物流課題に取り組む（15社体制）

• 「パレット納品の拡大」、「共同配送、空きトラックの有効活用」
「生鮮物流における物流課題の解決」、「チルド物流における物流課題の解決」

➢ 「SM物流研究会」２０社体制

8月

2023年

３月

１０月

202５年

４月

３月

12月 ➢ 「関西SM物流研究会」発足（オークワ、平和堂、万代、ライフコーポレーション）

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

2024年
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◼ 首都圏SM物流研究会・関西SM物流研究会の発足

・「首都圏SM物流研究会」発足
・持続可能な食品物流に向けた取り組みに関する発表

・「関西SM物流研究会」発足
・発足目的、当面の議題などを発表

2023年3月16日に記者発表会を開催

（報道関係 約50社）

2024年12月20日に記者発表会を開催

（報道関係 約50社） ※オンライン含む

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 参加企業（２０社）

・2023年 5月 （株）西友と（株）カスミがメンバーに加わり、6社に

・2023年 10月 （株）いなげや、（株）原信、 （株）ナルス、（株）東急ストアがメンバーに加わり、

10社に

・2024年 3月 （株）平和堂、（株）エコス、 （株）たいらや、（株）マスダ、（株）与野フードセンターが

メンバーに加わり、15社に

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 参加企業（２０社）

・202４年 ５月 （株）イトーヨーカ堂がメンバーに加わり、16社に

・2024年 9月 （株）ベイシアがメンバーに加わり、17社に

・2024年 １0月 （株）万代、（株）オークワがメンバーに加わり、19社に

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

・202５年 ３月 （株）マルアイがメンバーに加わり、２０社に
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◼ 参加企業（２０社）

物流の仲間の輪を広げたい
新規参加企業 募集中

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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３. SM物流研究会の活動報告
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◼ 持続可能な食品物流に向けた取り組みの経緯

◆物流分野の現状
• トラックドライバーの不足 (厳しい労働環境と全産業平均を下回る収入状況）
• 需要の増加 (EC市場の拡大、消費者ニーズ多様化による多品種・小ロット輸送増加)
• 更なる供給制限のおそれ (2024年度から働き方改革関連法施行）

⇒食品物流における従来型の発注から納品までの工程維持が困難になりつつある

◆行政における取り組み
・「物流施策大綱」
・「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン
（加工食品、飲料・酒物流編）」
◆フードサプライチェーン・サスティナビリティプロジェクト（以下、「FSP」）
• 製・配・販の各団体が参画し、2022年4月発足
• 持続可能な加工食品物流構築に向けて課題や実態を情報共有
• サプライチェーン全体の最適化に向けた取り組みを検討

• 検討課題   ①定番商品における発注時間の見直し
  ②特売品・新商品におけるリードタイムの確保および計画発注化
③納品期限の緩和（2分の１ルール）

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 非効率なことが発生する要因

欠品すると小売・卸に
迷惑をかけるから
余計に在庫持たないと…

物流
センター
(卸売・小売)

店舗メーカー お客様

欠品すると店舗に
迷惑をかけるから
余計に在庫持たないと…

欠品するとお客様に
失礼だから余計に
在庫持たないと…

➢川下からひとつ川上に向かっての思いやりの連続が原因

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 非効率なことを発生させないためには

物流
センター

(卸売・小売)

店舗メーカー お客様

不確定不確定不確定

➢ 不確定要素が多く在庫が増加 = 効率の悪化

改善前 部分最適

改善後 全体最適を目指す

物流
センター

(卸売・小売)

店舗メーカー お客様

不確定確定確定

➢ 確定で商品を動かすので在庫が減少 = 効率の改善

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 全体最適で効率の改善を目指す方法（具体的な取り組み）

➢ 商品を確定数で運んで中間在庫を減らすために･･･

1.加工食品における定番商品の発注時間の見直し

2.特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

3.納品期限の緩和 1/2ルールの採用

4.流通BMSによる業務効率化

➢ 減った在庫で食品ロスをさらに減らすために･･･

➢ 上記をさらに効率化するために･･･

全体最適のために、小売で必要な取り組みを製・配・販で協議

以下の４つの項目について、取り組むことが必要

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 持続可能な食品物流に向けた取り組み宣言

「持続可能な食品物流に向けた取り組み宣言」

1.加工食品における定番商品の発注時間の見直し

加工食品における定番商品の店舗発注時間を前倒し

→お取引先様の夜間作業の削減および調整作業時間確保の実現

2.特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

特売品・新商品の計画発注化を進める

確定した発注データをもとに商品や車両の手配ができる環境を整備

→緊急手配等の作業負担軽減、積載効率および実車率の向上

3.納品期限の緩和（1/2ルールの採用）

180日以上の賞味期間の加工食品における「1/2ルール」採用

→商品管理業務の負担軽減による食品物流効率化への貢献

4.流通BMSによる業務効率化

卸売業と小売業間の受発注方式における標準化された流通BMSの導入

→高速通信による作業時間確保、伝票レス・検品レスによる業務効率化

「首都圏SM物流研究会」の発足とあわせて、４つの項目に取り組むことを宣言

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 加工食品における定番商品の発注時間の見直し

現状

AM PM AM PM AM PM

小売 発注 発注

受注 受注

発注 入荷【予測２回分】

メーカー 受注

1日目 2日目 3日目

卸売

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

図の出典：FSP提供資料より

• 出荷準備に必要な時間が十分ではない

• 翌日納品に向けて夜間作業が発生

• 低い積載率で運ばざるを得ない場合がある

• トラックドライバー不足が加速すると、安定的な
納品が困難になるリスク

アクション

発注締め時間調整 AM PM AM PM AM PM

小売 発注 発注 発注

受注 受注 受注

発注 入荷【予測２回分】

メーカー 受注

1日目 2日目 3日目

卸売

前倒し

後倒し

• 小売→卸売の発注締め時間を前倒し
午前中までに卸売が発注データを受信できる
ように発注時間を見直し
小売は、伴う業務運営やシステムなどを調整

• 卸売→メーカー間は、発注締め時間
を後ろ倒し
納品リードタイムを延長（1日→2日）

課題

製・配・販 3層間の最適化・課題解決に向けた取り組み

取り組みによる効果 • 作業・調整時間の確保、夜間作業の削減

• 安定的な車両確保

• 積載効率の向上

現状の運用

製・配・販連携のアクション



卸・メーカー
営業日

D-3 D-2 D-1
伝票日付

D０

小売 発注
センター
納品

店舗納品

卸売
受注
発注

入荷・集荷・
出荷・配送

メーカー 受注 出荷・配送

納品を間に合わせるため、小売受注を待たずに発注

→予測がズレると過不足発生

23

◼ 特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

課題
リードタイムの確保が十分でない場合、予測数量での配車、出荷準備に係る夜間作業などが発生

今後トラックドライバー不足が進むと、車両手配も困難に

→従来型の納品工程が維持できず、商品が店舗に届かない可能性もある

出荷調整業務・配車時間が十分に確保できていない

→夜間作業や緊急車両が発生



卸・メーカー
営業日

D-６ D-５ D-４ D-３ D-2 D-1
伝票日付

D０

小売 発注
センター納品

店舗納品

卸売 受注 発注 入荷 集荷 出荷・配送

メーカー 受注 出荷・配送

取り組みによる効果

確定数量による発注→過不足のない在庫

24

◼ 特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

課題解決に向けた取り組み
特売品および新商品（追加を含む）における6営業日前（8日前）計画発注化

小売の対応

取り組みによる効果

リードタイム確保→出荷準備効率化、夜間作業の削減

営業日6日前（8日前）までに発注

・各社の専用センターにおいて、6営業日（8日）以上の発注・納品リードタイムを確保
・特売品および新商品における精度の高い計画発注化、追加発注の抑制
・新商品（定番外商品）は、追加発注を不可とする
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◼ 納品期限の緩和(1/2ルールの採用)について

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

課題
小売の納品期限ルールが企業ごとに異なるため、メーカーや卸売の出荷の際に調整作業が発生、
商品管理業務の負担も大きい

小売各社

企業によって、
納品期限ルールがバラバラ

A社：1/3ルール

B社：1/2ルール

C社：1/3ルール

メーカー・卸売

企業の納品期限ルールごとに
出荷する商品の調整作業が発生

商品管理業務の負担

納品期限ルールとは…小売業が設定する店舗への納品期限。賞味期間を概ね３等分して、最初の3分の1を納品期
限とする場合は「３分の１ルール」、2等分して2分の１を納品期限とする場合は「2分の１ルール」

→賞味期限180日以上の加工食品に対する1/2ルールへの統一が必要



小売店舗への納品期限を賞味期限1/2残しに統一
（賞味期限180日以上の加工食品（酒・菓子含む）が対象）

26

◼ 納品期限の緩和(1/2ルールの採用)について

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

消費者が賞味期限内に適切に
消費できる期間を確保

販売期間を確保して、販売ロスを抑制
→納品期限を過ぎると返品が発生する場合も

取り組みによる効果 • メーカー・卸売の商品管理業務の負担軽減
• 納品期限を緩和することで返品を削減
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◼ 流通BMSの推進

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

流通BMS(Business Message Standards：流通ビジネスメッセージ標準)とは

• 流通業界（メーカー、卸売、小売）が統一的に利用できるEDI標準仕様として策定

• 小売と卸売・メーカーの取引における業務手順と電子取引メッセージを標準化し、共通の方法で電子データ交換
を実施。インターネット回線を利用した高速通信でデータのやりとりにかかる時間を短縮

小売

出荷（ASN）・
請求メッセージ等

発注・受領・返品・
支払メッセージ等

メーカー・卸売

流通BMS導入の効果

• 通信速度の向上で、従来よりもお取引先様の作業時間を確保

• 伝票レス化、検品レス化による業務効率化を推進

インターネット
通信
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◼ 各社の取り組み状況 （各社参加当初の状況）

社名
加工食品における
定番商品の

発注時間見直し

特売品・新商品
発注・納品

リードタイム確保

納品期限
1/2ルール採用

流通BMS
導入

予約受付
システム
導入・活用

バラ積み
納品の
削減推進

トップ
合意

サミット ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○

マルエツ ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○

ライフ ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○

ヤオコー ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○

カスミ ○ ○ ▲ ○ ▲ ○ ○

西友 ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○

いなげや ▲ ○ ▲ ○ ○ ○ ○

東急ストア ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○

原信・ナルス ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○

平和堂 ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○

エコスグループ
（参加4社合同）

▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○

イトーヨーカ堂 ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○

ベイシア ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○

万代 ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○

オークワ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○

マルアイ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○

▲…サミット、マルエツ、ライフ、ヤオコーは「首都圏SM物流研究会」発足時、その他の企業は、新規参加時に条件を達成していなかった項目。

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 各社の取り組み状況 （現在）

社名
加工食品における
定番商品の

発注時間見直し

特売品・新商品
発注・納品

リードタイム確保

納品期限
1/2ルール採用

流通BMS
導入

予約受付
システム
導入・活用

バラ積み
納品の
削減推進

トップ
合意

サミット ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

マルエツ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ライフ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ヤオコー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

カスミ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

西友 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いなげや ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東急ストア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

原信・ナルス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平和堂 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エコスグループ
（参加4社合同）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イトーヨーカ堂 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ベイシア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

万代 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オークワ 変更に向けて調整中 ○ ○ ○ ○ ○ ○

マルアイ ○ 変更に向けて調整中 ○ ○ ○ ○ ○

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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①2023年6月に発出されたガイドラインに「荷待ち・荷役作業等時間2時間以内」が

明文化、入荷待機時間の削減はもう「待ったなし！」の状況

緊急度、優先度から「入荷待機時間の削減」をメーカー・卸・小売（製・配・販）で

連携して取り組むことを研究会で決定

②2024年3月末までには「全車両の荷待ち1時間以内」を目標値」に設定

具体的には、バース予約システムの導入と活用、パレット納品の拡大、

ドライバーの荷役作業の明確化に取り組んだ

2024年度も継続して取り組む

◼ 2023年度の取り組み

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 荷待ち時間の計測状況
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荷待ち 1時間超過のトラック台数と全台数に対する超過率（ドライDCセンター）
※数値は、2023年10月から計測を始めた10社の数値（研究会では全社集計して毎月報告）

荷待ち1時間超過のトラック台数 超過率

約９9.1％（2025年1月）の
トラックが荷待ち１時間以内を達成

⇒１００％を目指す

※2025年4月 20社集計 荷待ち 1時間超過のトラック台数 895台（全台数に対する超過率1.9％）

バース予約率の向上

⇒入荷トラックの状況把握（積載物・バラ・パレットなど）が可能となり、
   物流センターでの受入れ体制が構築できる（荷待ち・荷役作業等時間の削減に繋がる）

（単位：台） （単位：％）
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◼ 荷待ち・荷役作業等時間の計測状況
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荷待ち・荷役作業等 2時間超過のトラック台数と全台数に対する超過率（ドライDCセンター）
※数値は、2023年10月から計測を始めた10社の数値（研究会では全社集計して毎月報告）

荷待ち・荷役作業等2時間超過のトラック台数 超過率

※2025年4月 20社集計 荷待ち・荷役作業等 ２時間超過のトラック台数 1,567台（全台数に対する超過率3.3％）

約９8.8％のトラック（２０２5年1月）が
荷待ち・荷役作業等２時間以内を達成

⇒１００％を目指す

「バラ積み」から「パレット積み」への移行を推進
⇒製・配・販で意見交換を行い、全体最適を目指す
※今までは、ドライDCセンターを中心に計測していたが、ドライTCセンターの計測も行う
最終的にはチルドセンター、生鮮センターの計測に向けて準備

（単位：台） （単位：％）
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①SM間で共同配送や各社の空き車両の有効活用の取り組みを進める

②生鮮（農産物・水産物）、チルド加工食品（乳業メーカー、加工肉メーカー）に

おける物流課題を先方と一緒に改善していく

 ※加工食品の取り組み同様、「相手の困り事を理解し、一緒に改善していく」

③商品マスタ標準化に向けた取り組みを進める

新規の取り組みをスピード感をもって進めるため

各取り組みごとに分科会を設置

◼ 2024年度の取り組み
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◼ 勉強会・意見交換会

2024年 勉強会・意見交換会
研究会では、定期的な勉強会・意見交換会を行い、物流課題の解決に取り組んでいる

実施月 内容 今後

1月
商品マスタ標準化の取り組みについての勉強会

研究課題として、
継続的に取り組む

青果物流についての意見交換会

今後も定期的な
意見交換を行う

課題のある項目は、
随時、研究会での
議題として協議する

2月
バラ積み納品削減に向けた意見交換会（即席麺メーカー）

チルド加工食品物流についての意見交換会

4月
バラ積み納品削減に向けた意見交換会（菓子メーカー）

チルド加工食品物流についての意見交換会（2回目）

5月 青果物流についての意見交換会（2回目）

7月 バラ積み納品削減に向けた意見交換会（即席麺メーカー2回目）

9月
バラ積み納品削減に向けた意見交換会（菓子メーカー2回目）

バラ積み納品削減に向けた意見交換会（即席麺メーカー3回目）

11月 チルド物流研究会との意見交換会

11月 「中四国物流研究会」との意見交換
今後も定期的な
意見交換を予定

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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今年度の主な取り組みは、以下の４点である

スピード感をもって取り組みを進めるため、取り組み項目別に

グループ分けして検討を進め、「研究会で全体共有→検討・決定→実行」を行う

№ 取り組み項目 担当企業

１ パレット納品の拡大 マルエツ、ライフ、原信・ナルス

２ 共同配送、空きトラックの有効活用 カスミ、西友、ベイシア

３ 生鮮物流における物流課題の解決 サミット、東急ストア、イトーヨーカ堂

４ チルド物流における物流課題の解決 ヤオコー、いなげや、エコスグループ

◼ 分科会の発足

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 分科会の取り組み

分科会 取り組み内容

パレット納品の拡大
即席麺、菓子メーカーとの意見交換において各社物流センターの荷役作業実態（バラ積み納品によ
る荷役作業の長時間化）を提示し、危機感を共有。また、メーカーから「パレット納品に向けた卸、小売への要
望事項」を提示してもらい、一部メーカーで特売等物量が多い日のパレット納品化までは実現。

共同配送、
空きトラックの
有効活用

現在、加工肉メーカーの配送ルート、配車車両の積載余力に着目した共配可能性について、発着荷主
と運送事業者が連携し仮説案を検証中。最初の成功事例の実現に向けて、製・配・販の三層連携の知見を積み
上げている。

生鮮物流における
物流課題の解決

サプライチェーンが複雑な青果をテーマに「市場流通ビジョンを考える会」と「卸売市場・SM物流研
究会」を発足し、勉強会を実施。市場流通の実態整理・共通理解と課題の洗出しに取り組み、それぞれの課題の
根本原因と解決策について協議。協議を進める中で重要性が強く認識されつつある、LT延長をサミット、東急スト
アで開始し、効果を定量、定性の両面から検証中。
※｢市場流通ビジョンを考える会｣（代表幹事 磯村信夫）…2008年に青果、花き、水産市場卸や仲卸等により設立
された組織。市場流通の改善方策や長期ビジョンの協議・検討を通じて、卸売市場の機能強化や国民生活と産地の
発展・向上に寄与することを目的としている。(現在93企業が加盟)

チルド物流における
物流課題の解決

運送事業者様や卸様のヒヤリング会を実施。
各チルドセンターでの窓口、軒先情報の整備。チルド物流研究会との対話。

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 生鮮物流・チルド物流の共通課題

生鮮物流・チルド物流では
「リードタイム」の見直し、延長が共通課題

生鮮物流における物流課題※1

• 生鮮品のリードタイムと発注時間の見直し

受注から納品までのリードタイムの現状と見直し

（定番商品・特売商品）

発注時間帯と発送・納品時間帯の現状と見直し

（運送を考慮した出荷予定時刻等の設定など）

• 生鮮品の検品と返品のルール確立

検品ルール（品目別検品方法、検品時間など）、

返品ルール（品目別瑕疵の程度、返品可能日数など）

• 物流コストの可視化（コスト算出方法の明示）

チルド物流における物流課題※2

• 納品リードタイム延長、新商品、特売品の事前発注化、

納品時間帯の緩和、店別仕分作業、365日納品、

発注単位の見直し、納品期限 (納入限度日) の延長など

• トラックドライバーの付帯作業削減

ドライバーの店別仕分作業、庫内積み替え・移動作業、

 フォークリフト作業の見直しなど

• 輸配送効率化（共同配送の推進など）

• 標準化、システム導入による効率化パレット運用の

推進など

※1   SM物流研究会と｢市場流通ビジョンを考える会｣との意見交換会から抜粋
※2  「チルド物流研究会」（チルドメーカー9社）のニュースリリース（取組課題）から抜粋（2024年10月7日）

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 分科会の今後の取り組み

分科会 今後の取り組み

パレット納品の拡大

分科会3社でメーカー個社とパレット納品化への交渉を進める。

※研究会参加企業からパレット納品化の要望が高い（荷役作業が長時間化）

メーカーと重点的に交渉。

共同配送、
空きトラックの
有効活用

各社の共通採用商品に着目した共配可能性も検討する。

情報連携システムの研究もスタートする。

生鮮物流における
物流課題の解決

引き続き青果を取り上げ、２０24年度の取り組み継続に加え、｢市場流通ビ

ジョンを考える会｣との会議に参加していない全農や仲卸の参加も検討し、範

囲を広げ課題解決に繋がる基準づくりに取り組む。水産、畜産についてもSM

物流研究会参加企業や取引先の状況を随時確認し、対応を検討。

チルド物流における
物流課題の解決

チルド物流研究会との課題共有と対応。

チルド版FSP（「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に

関するガイドライン」対応の「チルド食品業界製配販行動指針」）の作成。
Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ 関西SM物流研究会の活動状況

発足目的 活動状況

関西エリアの
物流情報を共有

センター構造・運用、マテハン什器などの確認を行い、意見交換を実施。

・ライフ平林総合物流センターの見学、意見交換

（2025年2月20日 第１回関西SM物流研究会）

・万代堺物流センターの見学、意見交換

（2025年4月18日 第2回関西SM物流研究会）

関西エリアの
物流効率化

「荷役作業等時間の削減」が課題との共通認識（その他課題も議論中）。

各社に取り組み優先事項のアンケートを行い、議論を重ねる。

※課題解決に向けて、第3回関西SM物流研究会（2025年5月22日）では、物流事業

者との意見交換を行った。

関西エリアに
特化した新規参加
企業の勧誘

株式会社マルアイが2025年3月から参加。

「関西SM物流研究会」発足の記者発表会（2024年12月）をきっかけにして、

株式会社マルアイから事務局に参加希望の連絡があった。

その後、SM物流研究会、関西SM物流研究会の見学、参加企業条件の確認を行った。
Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 
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◼ ２０２５年度 取り組み方針

１．荷待ち・荷役作業等時間の削減ならびに

   「改正物流効率化法」の施行に合わせた対応

Copyright (C) 2025 SM物流研究会 All Rights Reserved. 

２．４つの分科会※の取り組みを継続して推進
※「パレット納品の拡大」、「共同配送」、 「生鮮物流」、「チルド物流」）

３．関西エリアでの物流課題を研究し、課題解決に取り組む
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最後に

物流は「競争領域」から「協力領域」へ
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氏　名 社名・所属 役　　職

代表理事 会　長 國分  　晃  国分グループ本社株式会社 代表取締役社長執行役員 兼ＣＯＯ

代表理事 副会長・近畿支部長 岡本　  均  伊藤忠食品株式会社 代表取締役社長・社長執行役員

代表理事 副会長 京谷　　裕  三菱食品株式会社 代表取締役社長

理　　事 副会長・関東支部長 服部　真也  株式会社日本アクセス 代表取締役社長 社長執行役員ＣＥＯ

業務執行理事 専務理事 時岡　肯平  (一社)日本加工食品卸協会 （常　勤）

理　　事 津久浦慶明  コンタツ株式会社 代表取締役社長

理　　事 加藤　和弥  加藤産業株式会社 代表取締役社長執行役員

理　　事 本村　陽一  コゲツ産業株式会社 代表取締役社長

理　　事 東北支部長 佐藤　　淳  佐藤株式会社 代表取締役社長

理　　事 東海支部長 永津　嘉人  株式会社トーカン 代表取締役社長 社長執行役員

理　　事 山田　共之  ユアサ・フナショク株式会社 代表取締役社長

理　　事 竹内　孝久  旭食品株式会社 代表取締役社長

理　　事 植村　敏男  株式会社サンヨー堂 代表取締役社長

理　　事 奥川　洋介  株式会社日本アクセス 取締役常務執行役員　

理　　事 政策委員長 細田　博英  三菱食品株式会社 取締役常務執行役員　

理　　事 柴田　幸介  三井物産流通グループ株式会社 代表取締役社長

理　　事 倉本　　隆  日本酒類販売株式会社 代表取締役社長

理　　事 中四国支部長 渋江　　透  藤徳物産株式会社 代表取締役社長

理　　事 北陸支部長 谷口　英樹  カナカン株式会社 代表取締役社長

理　　事 九州・沖縄支部長 工藤　恭二  ヤマエ久野株式会社 代表取締役社長

理　　事 鈴木　嘉一  国分グループ本社株式会社 取締役専務執行役員

理　　事 佐伯　泰昌  伊藤忠食品株式会社 常務執行役員　

理　　事 北海道支部長 齋藤　伸一  日本アクセス北海道株式会社 代表取締役社長 社長執行役員

監　　事 升本 　 正  株式会社升喜 代表取締役社長

監　　事 田原　貴之  味の素株式会社 執行役常務 食品事業本部副事業本部長

理事23名　　監事2名　　計25名
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